










1.重要な会計方針

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

ア　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっているが、重要性がない場合は

　　　　　　　　　　　　　　取得価額による。

イ　満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

　　（ア）時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基く時価法によっている。

  (2)  固定資産の減価償却の方法

什器備品・・・定額法によっている。

  (3)  引当金の計上基準

退職給付引当金・・・職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の要支給額

　　　　　　　    　に相当する金額を計上している。

  (4)  リースの処理方法

ファイナンス取引

　所有権移転外ファイナンスリース取引については、売買処理に準じた会計処理に

　よっている。ただし、３００万円未満の所有権移転外ファイナンスリース取引に

　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
　

  (5)  消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

  (6)  外貨建資産の会計処理

外貨建資産は期末日におけるTTB及びTTSの仲値で円に換算している。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基 本 財 産

特 定 資 産

 退職給付引当資産

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(うち指定正味財産 (うち一般正味財産

からの充当額) からの充当額)

基 本 財 産

 普 通 預 金

 定 期 預 金

 投資有価証券

特 定 資 産

 退職給付引当資産

合    計 342,534,147 (342,312,147) (         0) (222,000)

 ｳｸﾗｲﾅ避難民支援金事業引当資産 178,858 (178,858) (         0) (        0)

小    計 400,858 (178,858) (         0) (222,000)

0

222,000 (         0) (222,000)

327,722,864 (327,722,864) (         0)

小    計 342,133,289 (342,133,289) (         0)

1,410,425 (1,410,425) (         0)

13,000,000 (13,000,000) (         0)

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

科    目 当期末残高
(うち負債に対
応する金額）

　小    計 1,473,158 0 1,072,300 400,858

　合    計 347,532,068 631,810 5,629,731 342,534,147

894,300 0 672,300 222,000
 ｳｸﾗｲﾅ避難民支援金事業引当資産 578,858 0 400,000 178,858

 投資有価証券 328,648,485 631,810 1,557,431 327,722,864

  小    計 346,058,910 631,810 4,557,431 342,133,289

 普 通 預 金 2,410,425 0 1,000,000 1,410,425

 定 期 預 金 15,000,000 0 2,000,000 13,000,000

財務諸表に対する注記

（単位：円）

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

什　器　備　品

5.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末 当期末

残高 残高

山形県 0 0

地域国際化協会
連絡協議会 0 0

0 0

7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

8.重要な後発事象

　特に無し

9.その他

　特に無し

　財務諸表の注記のうち、該当事項がないものについては、記載を省略している。

経常収益への振替額
　事業実施のための指定解除額 3,400,000

合    計 3,400,000

合      計 14,552,670 14,552,670

（単位：円）

内    容 金    額

助成金

研修助成金 89,670 89,670

貸借対照表上
の記載区分

補助金
山形県国際交流協会事業費補助金 14,463,000 14,463,000

合    計 284,900,764 279,212,009 △ 5,688,755

補助金等の名称 交付者 当期増加額 当期減少額

アマゾン・ドット・コム・インク 13,433,923 11,660,376 △ 1,773,547

CA-CIB FS PRDC債 100,000,000 94,940,000 △ 5,060,000

第56回ソフトバンクグループ 10,000,000 9,938,300 △ 61,700

米州開発銀行 11,466,841 10,448,333 △ 1,018,508

ノムラ・ヨーロッパ・ファイナンスN.V. 100,000,000 103,210,000 3,210,000
ゴールドマン・サックスグループ 50,000,000 49,015,000 △ 985,000

合　   計 1,410,797 1,410,793 4

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時    価 評価損益

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,410,797 1,410,793 4

（単位：円）



場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 手許保管 運転資金として 26,660

預金 [ 6,070,149 ]

普通預金

　山形銀行　県庁支店 171-506 運転資金として 5,182,361

　山形銀行　県庁支店3-134-393 運転資金として 400,000

　荘内銀行　山形営業部1133874 運転資金として 1,000

振替口座

　ゆうちょ銀行　0247-7-9883 運転資金として 486,788

未収金 [ 485,345 ]

JICA東北 事務費負担3月分 6,345

山形県 R6年度補助金追加分 187,000

R6年度指定管理追加分 292,000

前払金 山交バス Suica 1,500

流動資産合計 6,583,654

（固定資産）

    基本財産

普通預金 普通預金 1,410,425

　山形銀行　県庁支店　959-332

定期預金 定期預金 [ 13,000,000 ]

　 　山形銀行　山形駅前支店　3032335549 8,000,000

荘内銀行　山形営業部　1159441 5,000,000

投資有価証券 [ 327,722,864 ]

ノムラ・ヨーロッパ・ファイナンスN.V.
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

100,000,000

ゴールドマン・サックスグループ
売買目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

29,826,000

ゴールドマン・サックスグループ
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

50,000,000

第56回ソフトバンクグループ
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

10,000,000

ナティクシス
売買保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

12,996,100

米州開発銀行
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

11,466,841

アマゾン・ドット・コム・インク
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

13,433,923

CA-CIB FS PRDC債
満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

100,000,000

    特定資産

退職給付引当資産
普通預金　山形銀行　県庁支店
　3138364

職員の退職金支払いの財源として
積み立てている

222,000

ｳｸﾗｲﾅ避難民支援金事業引当資産
普通預金　山形銀行　県庁支店
　3134393

ウクライナ避難民支援金支払いの
財源として積み立てている

178,858

   その他固定資産

什器備品 [ 4 ]

書架　２枚 公益目的事業保有財産 2

雑誌架 公益目的事業保有財産 1

デジタルサイネージ 公益目的事業保有財産 1

固定資産合計 342,534,151

　資産合計 349,117,805

満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている

財 産 目 録
令和７年３月３１日現在

（単位：円）

貸借対照表科目

満期保有目的で保有し、
運用益を法人会計の財源としている



場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

（流動負債）

未払金 [ 3,348,189 ]

あさひ会計 報酬料 330,000

富士フイルムBI山形 3月分複合機料 69,804

富士フイルムBI山形 3月分ネットワークサービス 21,560

職員給与 3月分賃金 304,269

社会保険事務所 3月分社会保険料 321,816

NPO法人　IVY 司法通訳養成講座費 92,000

NTT東日本 3月分電話料 11,401

アスクル 3月分物品購入 10,129

山形県 3月分行政財産目的外使用料 5,380

山形税務署 消費税及び地方消費税 871,100

日本郵便 3月分郵送料 5,050

購読料 朝鮮日報 14,400

ヤマト運輸株式会社 機関誌送料 19,875

霞城セントラル管理組合 3月分光熱水料費 389,011

霞城セントラルセンター専用部追加 冷温熱料追加負担金 292,000

山形銀行 3月分ネットEB管理手数料他 6,820

日本語教室講師謝金 JLPTN2クラス 23,000

NPO法人　IVY 民間国際交流団体活動支援助成 56,000

職員立替払 出前講座研修資料 946

山形税務署 役職員給与源泉所得税 40,779

語文研究社 R6年度日本語教室テキスト代 6,171

NTT東日本 3月分電話料(ワンストップ事業) 2,678

退職職員 退職金 454,000

前受会費

R7年度賛助会費 1,000

預り金 [ 390,728 ]

職員 健康保険料 44,226

職員 厚生年金保険料 71,370

職員 雇用保険料 143,468

職員 源泉所得税 16,016

職員 住民税 90,300

利用者 テキスト代 25,348

流動負債合計 3,739,917

（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 職員の退職金支払いに備えるもの 222,000

固定負債合計 222,000

　負債合計 3,961,917

　正味財産 345,155,888



1.　基本財産及び特定資産の明細

　　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。

2.　引当金の明細

（単位：円）

期末残高

目的使用 その他

 退職給付引当金 894,300 222,000 894,300 0 222,000

附 属 明 細 書

科    目 期首残高 当期増加額
当期減少額
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